２００６年5月１１日

伊藤・稲井田・池浦

中島ゼミ発表レジュメ　「生活保護の現在と未来」第2回
１．生存権

(１)生存権の法的性格

Ａ．プログラム規定説

生存権は国家に対して政治的・道徳的義務を課しただけで、国民に裁判上の救済を与えうる具体的請求権ではない。２５条は国民の現実的な請求権を保障しているものではなく、その権利の具体的内容は立法によってはじめて実現されるものであり、かかる立法をなすかどうかは全く国の立法政策に委ねられていることから、その立法は強い合憲性の推定をうける。

→国家の努力目標・指針を定めたに過ぎず、生存権条項の裁判規範としての性格を完全否定。

　今日ではプログラム規定説を主張する学説はほとんどみられない。

Ｂ．抽象的権利説

朝日訴訟第一審判決を契機として、従来のプログラム規定説を克服しようとして展開された説。２５条は国民が立法権に対して「健康で文化的な最低限度の生活」を営むのに必要な立法を要求できる「法的権利」と、国はかかる立法を行う「法的義務」を保障する。しかし、その権利や義務はいずれも抽象的な性格のものであるから強制的な性格はなく、その権利が侵害され、義務が履行されない場合にも、その違憲性を２５条を根拠に裁判上訴求することはできない。生存権が具体的な権利となるのは立法によって現実的な請求権として具体化された場合であり、かかる請求権が国によって侵害された場合には、その立法にもとづいて権利侵害の救済を司法的に訴求することができる。

・プログラム規定説と抽象的権利説の相違点は、生存権を実現する法律において請求権が定められた場合に、プログラム規定説では法律のレベルでも、その具体的な法的権利性が否定されるのに対し、抽象的権利説ではそれが肯定される。

　　また、抽象的権利説では生存権を具体化する法律が制定された場合、憲法上の生存権が実質化され具体的な法的権利性を帯びるのに対し、プログラム規定説では、かかる法現象はいっさい認められない。

Ｃ．具体的権利説

　抽象的権利を一歩前に進めて、２５条を具体化する法律が存在しない場合においても、国の不作為の違憲性を確認する訴訟を提起できるとする説。２５条の権利内容は、憲法上行政権を拘束するほどには明確ではないが、立法府を拘束するほどには明確であり、その意味で具体的権利を定めたものであり、これを実現する方法が存在しない場合には、国の不作為の違憲性を確認する訴訟を提起することができる。

　

・抽象的権利説と具体的権利説の実質的内容には大きな違いはなく、両説は２５条１項に基づいて、具体的な生活扶助の請求をすることはできないと解する点、同条項は立法その他の措置を要求するという点、具体的に制定された法律について２５条違反を主張できるという点で一致する。

　

・立法不作為についての訴訟が成り立つかどうかの点だけが異なる。

→具体的権利説において、立法府に積極的な立法行為を命ずると同じ実質をもつ訴訟を許すことは、司法権の観念の限界をこえるのではないか。

また仮に、かかる訴訟を認めるとして違憲判決にどのような実効性を確保できるのか。(裁判所が国会に対して一定の権利充足のための措置を講ずるよう義務づけたり一定の給付を命じたりする訴訟形態が主張されてはいない。)

不作為の違憲をもとめるにとどまり、あるべき立法の義務づけをもとめることができないのだとすれば、立法義務たるものは結局、訴訟上強制しうる法制義務はなく、多かれ少なかれ国会の自律自制にまかされた政治的・道義的な責任に近いものになってしまうのではないか。

　(２)生存権と制度後退

(a)佐藤説

　　抽象的権利説をとりながら、生存権をもって具体的権利と解すべき場合があることに留意。

→１項における「健康で文化的な最低限度の生活」は、一応客観的に決定できるとする相対的確定説をとる。

生存権を具体化する趣旨の法律の定める保護基準ないしこの種の法律に基づいて行政庁が設定した保護基準が不当に低いような場合には、２５条に違反し無効とされうる。この種の法律を廃止、あるいは正当な理由なしに保護基準を切り下げる措置は、生存権を侵害する行為として違憲無効となる。
(b)内野説

１項２項区分説（１項＝法的権利、２項＝プログラム）

→一般的な制度後退禁止原則は成り立たない。

１項における「健康で文化的な最低限度の生活」は、裁判的に違法の審査が可能なほどには確定可能であり、それを下回る基準が設定される場合は違憲（現行の制度か ら後退して基準を下回った場合も、現行の制度自体が基準を下回っている場合も両方とも）。

制度後退禁止原則は、「２項の向上および増進に努めなければならない」という部分を努力義務と解することで、２項の努力義務に明白に違反すると解される場合は例外的に制度後退原則が働くとする（ただし、１項を根拠に導かれる法的権利違反と実質的な判断基準の差異は、実質的にはほとんど生じない。理屈の上では１項は水準違反、２項は努力義務違反）。

・物価の下落に伴う保護基準の引き下げ

　→最低限度の生活もそれに伴って低下していると考えられる。

　→合理的理由があるように思われる。

・財政難による制度後退は認められるか？

　(a) 財政難が「（保護引き下げの）正当な理由」とされる限りは違憲とならない。
(b)「健康で文化的な最低限度の生活」基準を下回るような制度後退は違憲となる。(その基準が守られてさえいれば違憲性は生じないとも考えられる。)
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(３)　生活保護の制度後退時における生存権の自由権的効果

生存権の自由権的効果

→生存権実現に対して障害となるような国家の作為を違憲・無効と判断する根拠となる法的性格

「生存権的基本権も、最小限度においては、それを積極的に侵害されないだけの保障を受けるものであり、これを侵害する立法・行政および私人の行為は、裁判所によって、その効果を否定されるべきである」

生存権の自由権的効果の二つのあらわれ方

第一の自由権的効果…生存権の自由権的構造自体からくる不作為請求

→新たな措置を加重することへの不作為請求

第二の自由権的効果…生存権が作為要求を権利構造としてもつことを前提に、これに対する不当な介入を排除する不作為要求

→既存の措置を縮減することへの不作為請求

他の権利との関係

現行の生活保護受給額の保障は既得権の保障か？

→生活保護の縮減は財産権の保護の射程にあるのか？

自由権的な効力を有する生存権を２５条の問題として扱う必要はあるか？

２００６年５月１１日

伊藤・稲井田・池浦

中島ゼミ発表レジュメ　「生活保護の現在と未来」
第２回
１．「三位一体の改革」と生活保護

　→「三位一体の改革」は、税源移譲（国税と地方税との税源配分の見直し）、補助金削減、交付税の改革とを一体として実施すること。
　→昨年の１１月末で第１期は決着。
　

　『「三位一体の改革」の改革目的は、日本の社会に生じている社会的病理現象を解消するために、公共サービスを国民の身近な手の届く公共空間で決定できるようにすることにある。つまり、「三位一体の改革」は国民に社会と生活を形成する権限をエンパワーメントし、社会的危機の「肯定的改革」を実現することをヴィジョンとしている。…改革の目的が、公共サービスの負担と供給とを、国民に身近な公共空間で決定できる仕組みをつくり出し、国民が自分の生活と社会のあり方を決定できる権限を強めることにあることを忘れてはならない。』

　→生活保護制度においては、以下のような提案がなされている。
　ａ．生活扶助と医療扶助は国の負担を４分の３から２分の１に低減。

　ｂ．残り２分の１は都道府県が４分の１、保護の実施自治体が４分の１ずつ負担。
　ｃ．生活扶助額の基準額を都道府県が決定。
　ｄ．住宅扶助の基準額を保護の実施自治体が決定。
　ｅ．住宅扶助は保護の実施自治体が負担。一般財源化。
　ｆ．一時扶助、教育扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助は住宅扶助と同様。

　ｇ．介護扶助は医療扶助と同様。

　→以上の提案が実現されることにより、得られるとされるメリット

　ａ．生活扶助基準額の設定権限が都道府県に移譲されることにより、地域事情をより的確に反映させることができる。

　ｂ．住宅扶助基準額の設定権限が保護の実施自治体に移譲されることにより、家賃の地域差等をより的確に反映させることができる。
　ｃ．平均在院日数の短縮、病院から在宅への復帰促進等に関しては都道府県の役割・責任が大きく、医療計画の策定や介護保険事業支援計画などを立てやすくなる。

　ｄ．地方自治体が生活保護費の給付の効率化・適正化努力を行いやすくなる。地方自治体の負担が増えれば、自立促進や厳正な窓口での対応を促進することができる。（背景には生活保護費の圧縮を望む姿勢がある）
　ｅ．生活保護受給者の意見・要望が保護基準額制定者に届きやすくなる。

　ｆ．財政負担と権限の移譲は、地方分権にとってプラスである。

　→提案に対する反論

　ａ．生活保護制度は憲法２５条及び生活保護法１条に基づく国の責務であり、格差なく国による統一的な措置が講じられるべきである。
　ｂ．生活保護費負担割合を引き上げることは国の責任の後退であり、単なる地方への責任転嫁に過ぎない。

　ｃ．地方自治体が生活保護費の給付の効率化・適正化努力を行おうとすれば、それはとりもなおさず給付引き下げ競争につながる。（多くの自治体で財政は既に逼迫）
　ｄ．生活保護はナショナル・ミニマルと捉えるべきである。ナショナル・ミニマムは全国どの地域に住んでいても等しく受けられる行政サービスでなければならない。すなわち生活保護は地方分権に馴染まない。

　ｅ．貧困の原因には様々な理由があるが、国の経済政策や産業構造の変化など地方自治体の責によらない要因によることは否定できない。

　

　→上記反論に対する再反論

　ａ．『生活保護は憲法２５条の規定との関係上、国家責任が重いから、高率の国庫負担割合を必須とするとは必ずしもいえない。……生活保護に関する事務は国が強くかかわることは当然だとしても、そのことから国が全額国庫負担すべきだとか、高率の国庫負担をすべきであることが導かれるわけではない』

　ｂ．『「国」という言葉が必ずしもわが国の「中央政府」のみを意味しなければならない理由はない。地方自治体も、「地方政府」であり、「公共の事務」を担当するという意味においては「国」の一部を担っている。』

　　→しかしいずれにせよ、地方に財政負担と基準額の設定権限が地方自治体に委譲されれば、生活保護費が切り下げられる懸念が強い。国が負担減を急ぐ背景には、未曾有の財政難。
２．国家財政の状況
　→毎年プライマリーバランス（以下「ＰＢ」）が赤字。
　→平成１７年度予算では、一般会計の規模８２．２兆円に対して公債依存度は４１．８％。

　→平成１７年度末で公債残高は約５４０兆円。（ＧＤＰ比１００％超。先進国の中では最悪の財政状況）
　→財政赤字の累積は、中長期的に経済成長を妨げる恐れ。
→政府は２０１１年度にＰＢ均衡、２０１５年度にＰＢ黒字（ＧＤＰ比１．５％）を目指している。

→中期的に長期国債金利が名目成長率を上回っていると、ＰＢを均衡させても政府債務残高の対ＧＤＰ比率は低下しない。（＝ドーマー法則）
　→歳入増のみで対応すると、２０１１年度は２７％、２０１５年度には４５％程度の税収の増加が必要。これを仮に消費税に換算すると、２０１１年度には１０％、２０１５年度には１７％程度の税率上げに相当する。
３．それでも生活保護の維持・向上を主張するには

　→取りうる手段としては増税、歳出削減、金融政策がある。基本は増税。

　→平成１７年度の国民負担率（租税負担額及び社会保障負担額の国民所得に対する大きさ）は３５．９％。

　→増税は景気を減退される恐れ→しかし非ケインズ効果による軽減は想定し得る。

※非ケインズ効果

財政再建により非効率的な公共投資の減少によって歳出削減を実現し、その持続可能性が高いと考えられる場合には、現在の歳出削減が「将来の減税」のシグナルとなる。これによって恒常的な可処分所得が増大する期待を形成し、歳出削減が現在の消費の拡大を通じて景気浮揚効果を持つこと。また、現時点で増税して財政再建を実施する場合も、増税が負担の先送りの解消につながるならば、そのことが「将来の税負担が軽減される」というシグナルとなり、歳出削減の場合と同様に恒常的な可処分所得が増大するという期待を形成するので、景気拡大的に作用する。マクロ経済学の一般的な枠組みであるライフサイクル仮説を参照。
　→公共事業は、先進各国に比して確かに多い。

　→公共事業の有効性については疑問の声も多い。

　　eg.政策決定から政策効果の実現までにはタイムラグがある。

　　　 政策の効果が前もって正確には予測できず、そのような政策がかえって経済を撹乱させる可能性がある。

　　　 経済構造の変化により、その効果が低くなっている。
　→財政支出の削減が、『①民間や地方自治体への過剰介入行政の廃止と担当組織・人員の削減、②民間に移譲できる仕事をしている特別会計・特殊法人・公益法人・独立行政法人などの廃止によって実現するのであれば、民間と地方のビジネスチャンスが拡大し、経済全体の効率は高まるので、実質成長率は上昇するであろう』と主張する論者もいる。

　
→成長率が高く、長期金利が低ければ財政再建はいくらか楽になる。
� 『「三位一体の改革」の今日と明日』・神野直彦・「ＮＩＲＡ政策研究」・２００５．１２月号・p.６３


� 『実施体制から考える本当の生活保護「改革」』・松崎喜良・「都市問題」第９６巻第１０号・２００５・p.２０


� 『「三位一体の改革」と社会福祉』・池上岳彦・「社会福祉研究」第９２号・２００５・p.１７


� 『三位一体改革ここが問題だ』・土居丈朗・東洋経済新報社・２００４・p.１７７以下


� 『生活保護国庫負担率問題』・河内山哲朗・「都市問題」第９６巻第１０号・２００５・p.４


� 『生活保護制度の将来像（覚え書）その２　三位一体改革の協議会の検討を踏まえて』・京極高宣・「厚生福祉」・２００５年１２月２０日号・p.４


� 『三位一体の改革と道州制』・片木淳・「ＮＩＲＡ政策研究」・２００５年１２月号・p.２２


� 『論点　政府与党内の金利・成長率論争は不毛』・鈴木淑男・「週刊東洋経済」・２００６年４月２２日号・p.１１８





